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（資料１） 重点的な取組事項
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1. 行政サービスのデジタル化の推進

重点的な取組事項 [1/2]

22

データ活用を見据えた行政手続デジタル化の難しさ LINKS EBPM Toolsと各局連携の推進

情報政策本部が進める「Project LINKS」では、既存の行政手
続から収集した紙やExcelなどのデータ化と、これを活用した
EBPMツール提供のPoC（実証実験）を全省的に推進。

LINKSと連携し、手続からどのようなデータを収集可能か、何
に活用できるかを実証しながら、制度設計に反映していく、
データ活用を見越した行政手続デジタル化を推進する。

行政手続のデジタル化と連携したデータ活用型EBPMの推進

行政手続のデジタル化を検討する際は、既存の申請項目や審査
基準をどのようにシステム化するかが議論の中心であり、収集
したデータを政策立案に活用する観点の深堀りに課題。

特に、モデルとなるツールや環境がなく「試す」ことができない
状況で担当者がデータ活用を解像度高く議論するのは難しい。

? 申請情報の収集 構造化データ作成 EBPMツールの開発・実証

L I N K S E B P M 推 進 の 取 組

LINKSによるプロトタイプシステムの提供
→ 担当部局からのフィードバック
→ データモデルやシステム要件に関する知見を獲得
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1. 行政サービスのデジタル化の推進

重点的な取組事項 [2/2]
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行政手続のデジタル化におけるBPRの課題 行政手続のデジタル化におけるBPRの推進方針

行政手続のデジタル化による申請者の利便性向上及び行政運
営の効率化の実現には、「申請者が受ける便益の向上」、「業務
量の削減」と「生産性向上」の視点でのBPRを実施。

地方出先機関等ごとに現状業務フローを整理し相違点を抽出
し、その相違点を全国の意見をふまえ統一化、最終的な業務フ
ローを作成。

BPRの目標（KPI）を設定し、KPIのモニタリング・評価を行う。
新たな問題が発生している場合は、対策案を立案。

行政手続のデジタル化と連携した業務改革（BPR)・業務効率化の推進

行政手続のデジタル化を目的とし
て、現行の手続（業務）をそのままデ
ジタル化してしまい、期待した導入
効果が得られない。

申請者の利便性向上及び
行政運営の効率化に立ち

返ったBPR

地方出先機関等によって、求めてい
る添付資料が違う、審査の順序が
違うなど、ルールに違いがあり、シ
ステムによるデジタル化が困難。

ローカルルールの是正

BPRを行い行政手続のオンライン
化を行っても、BPRのモニタリング
や評価を行わないと、目標とする業
務量の削減やデジタル化率が達成
できない。

BPRのモニタリング・評価
の実施



Copyright © 2025 by MLIT. All rights reserved.

2. データを活用したEBPMの推進

重点的な取組事項 [1/2]

24

LINKS EBPM Toolsによる汎用BIの提供 LINKS EBPM開発による特化機能の提供

主成分分析、クラスター分析、回帰分析等の統計分析やシュミ
レーション、AIモデルを用いた予測・判定等の高度な機能は、政
策課題や目的に応じた特化機能として構築・提供し、高度な
データ活用を推進。

少数のユースケースから特化機能を展開・検証した上で、簡易
なＵＩやカスタマイズ性を備えた汎用機能へと移行を進めること
で、多数のユースケースでの横展開を図る。

データ構築基盤「LINKS Veda」と連携したデータ活用型EBPMの推進

様々なデータを可視化・分析するため、地図上での情報可視化
機能や円グラフ、棒グラフ、折れ線グラフ等によるグラフ作成機
能、可視化した地図及びグラフを出力するレポート出力機能等
の汎用機能を備えた汎用ＢＩツールを構築・提供。

データ構築基盤「LINKS Veda」との連携により構造化した行
政情報等のデータをシームレスに汎用ＢＩツールで活用できるよ
うにすることで、単なるデータ化で終わらず、EBPMを「根付か
せる」「実際に使える」ものとし、政策立案のDXを推進。

LINKS Vedaによる行政情報の
データ化

汎用BIツールによる
データの可視化・分析利用

労働生産性分析のための指標の
自動算出・クラスター分析機能

AIモデルを用いた
空き家推定・可視化機能
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2. データを活用したEBPMの推進

重点的な取組事項 [2/2]

25

行政手続のデジタル化と連携したデータ活用型EBPMの推進

定量的かつ即応性の高いデータ活用型EBPMを推進するためには、入力となるデータを定期的、安定的、画一的に入手できる環境が重要。

高品質かつ機械判読可能なデータの安定的な取得・活用環境を整備するため、行政手続のデジタル化とEBPMのシステム的な連携を推進。

イメージビジュアル
（後続ページに記載の施策のうち、

特に注目すべき施策を掲載する想定）

［行政手続システムのデータを活用したEBPMの事例］［行政手続システムに蓄積されたデータを活用するメリット］

過去から現在まで豊富なデータが蓄積され
ており、網羅性の高いデータの活用が可能。

データ量

手続システムで定義された統一的な入力
ルールにより、表記揺れや欠損が少ない
データをスムーズに活用が可能。

データ品質

DIPS2.0と連携したドローンのデータ分析
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2. データを活用したEBPMの推進

【参考】データ活用型EBPM推進の考え方の整理 │ 国土交通省の保有情報の価値を再認識する

様々な手続によって収集される国土交通省の保有情報は、空間的及び時間的な網羅性と、情報の一次性という特性を持っていることが多い。

このようなリッチな情報は稀少性が高く、通常は市場に流通していない。

情報政策本部ではProject LINKSとして、各部局と連携し、このような各部門に眠る「お宝」の発掘と、活用方法の提案を進めている。

26

売上
事業者A 1億円以上
事業者B 5000万～1億円
事業者C 5000万～1億円

売上
○○運輸 1億5,300万円
○○物流 6,700万円
○○運送 9,500万円

集団的網羅性

時間的網羅性

地理的網羅性

一次情報

網
羅
的
情
報

1990年度
報告書

2023年度
報告書

1991年度
報告書

1992年度
報告書 ……

• 母集団からの標本データではなく、かつ特定の事業
者に紐づくログデータでもない、集団における全て
の個体（事業者・個人）の情報をもつデータセット

• 定期的に取得された、長期間の経年変化を捉えるこ
とができるデータセット

• 日本全国を漏れなく網羅したデータセット

• 統計処理前の最も情報量の多い状態の原典データ
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3. オープン・イノベーションの推進

重点的な取組事項 [1/5]

27

オープンデータ化のハードルとこれまでの対応 オープン・イノベーション促進の考え方

オープンデータの拡充とデータ活用の活性化
を全省的に進めるためには、

制度、ルール、技術面の施策だけでなく、

オープンデータ化を推進する全省的な機
運の醸成や担当者の理解醸成が重要
（本ビジョンにおいて全省的なコンセンサスを調達）

国土交通省におけるオープンデータ化の考え方の整理

オープンデータ化の促進については、制度的/実務的ハードルに加えて、担
当者の心理的ハードルが推進の課題となるケースも多い。

Project LINKSでオープンデータ化を断念したケース

「政策的な見直しを行っている最中であり、世の中から注目されるような動きは避
けたい」

「公表した事業者に関する情報が国の統一基準として誤解されるおそれがあり、安
全上のリスクになる」

［ Project LINKSにおいて、各部局担当者から示された懸念と対応 ］

個人情報の漏洩にならない
か心配

（済）秘匿化ルール等の策定、
個人情報との関係整理

情報公開によって無用なリ
スクが生じるのではないか

データ提供の意義に関する
担当者の理解促進

世間から無用の注目を浴び
てしまうのではないか

データ提供の意義に関する
担当者の理解促進

作業を増やしたくない
（済） LINKS Vedaによる
データ作成作業の自動化

データを公開しても使われ
ないのではないか

データ活用活性化施策の横
断的な推進

オープンデータ化の推進に際しては、具体的/合理的な障壁の
解消に取り組む前に、担当部門の感覚的な反対論により断念す
るケースも多い。

他方、例えばProject LINKSでは、データ公開やイノベーショ
ン推進に積極的な担当部門/担当者がいるケースでは、充実し
たオープンデータの提供や活用ケースの創出が実現。
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3. オープン・イノベーションの推進

重点的な取組事項 [2/5]

28

わかりやすい/使いやすいオープンデータ化のためのデータ処理ルールの策定

202４年度に情報政策本部において、行政情報のオープンデータ化に関する情報秘匿化や公開までの手順をまとめた職員向けの「オープ
ンデータ化ガイドライン」を策定。

個別の個人情報保護法等の当てはめ検討を不要とし、オープンデータ化の円滑化を実現。
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3. オープン・イノベーションの推進

重点的な取組事項 [3/5]

29

オープンデータ整備支援ツールの利用環境整備（Project LINKS）

LINKSでは、データ作成とオープンデータ化に必要な作業（メタデータ作成、仕様書作成、秘匿化処理等）を一貫して自動処理する「LINKS 
Veda」を開発中。

202４年度中には一部機能を省内開放。利用サポートやマニュアル整備等をあわせて実施し、担当部門の内製でオープンデータ化が可能な
環境の構築を目指す。

［ LINKS Vedaのアーキテクチャ ］ ［ FY202４にVedaを用いて作成したオープンデータ ］

データソーステーマ

貨物運送事業事業実績報告書、事業報告書、集計事業者一覧貨物自動車運送事業データ

FRENS荷主案内（JR貨物時刻表）JR貨物時刻表データ

2025年版海上定期便ガイド（貨物船・フェリー時刻表）全国内航運送時刻表データ

一般旅客定期航路事業許可申請書一般旅客定期航路事業データ

船舶事故等調査報告書、海上分布予報データ船舶事故等調査報告書データ

国土交通省組織規則、業務一覧調査、行政手続棚卸調査、所管法令管内図・拠点情報

DIPS飛行計画DB、操縦者リストDB、機体登録情報DB無人航空機データ

事故時報告書一覧無人航空機事故データ

内航海運業法登録申請情報、内航海運事業概況報告書内航海運業事業データ

倉庫業登録情報（倉庫業法第3条、第7条、第27条）、倉庫業状況報告
書（第27条）、登録倉庫事業者棟別リスト

倉庫業データ

自動車運送事業事故報告書（自動車事故報告規則）自動車運送事業事故データ
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3. オープン・イノベーションの推進

重点的な取組事項 [4/5]
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分野横断的なオープン・イノベーション創出施策の実施

オープンデータ活用の課題 ① オープンデータへのアクセシビリティ向上

オープンデータへのアクセシビリティ向上のため、リソースペー
ジ（データ保管場所）は可能な限り単独ウェブサイトではなく主
要なカタログサイト（G空間情報センター、国土数値情報等）へ
の統合を推進。

国際標準等に基づくスケーラブルかつオープンな標準仕様の作
成（ドキュメント化）を推進。

データの検索性を高めるため、主要なポータルサイト（国土交通
データプラットフォーム等）との連携を推進。

データを公開しても、仕様が不明確、
カタログサイトがバラバラ、認知度
が低い、検索機能が不十分などの
理由で、潜在的なニーズを掘り起こ
せていない。

データアクセスの課題

開発コミュニティの未成熟

データ活用技術の未発達

大学、エンジニア、企業R&D部門な
どオープンデータ活用の主役とな
る層を巻き込んだコミュニティ形成
が十分できていない。

データを簡単に「使う」ために必要
なツールやライブラリなどが存在し
ないため、データ活用のハードルが
高くなってしまう。

「G空間情報センター」は国内最大
の地理空間情報のオープンデータ
カタログサイトとして様々なデータ
を掲載。

「国土交通データプラットフォー
ム」は様々なカタログサイトを横断
するポータルとして機能。

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

地理空間情報課が提供する「不動
産情報ライブラリ」ではデータ配信
APIを提供し、データ利用のアク
セシビリティを向上。
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3. オープン・イノベーションの推進

重点的な取組事項 [5/5]
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分野横断的なオープン・イノベーション創出施策の実施

③ オープンソースによるデータ活用ツール等の提供

オープンデータの活用を活性化させるためには、データの取扱
いを簡単にするツールやライブラリ、技術資料の提供が重要。

データ変換ツール（コンバータ、パーサー）、開発支援ツール
（SDK）、既存ソフトウェアの機能拡張ツール（プラグイン）など
データ活用を支援するアセットの開発とオープンソース化を推
進。

2024年度に開催した「LINKS DATA x Hackathon」や「公共交通オープンデータチャレンジ2024」では、LINKS
が提供するオープンデータとともに、PLATEAUの3D都市モデル（都市局）やGTFS（モビリティサービス推進課）など
のデータも主要テーマとして取り上げ、データをコラボさせた開発イベントを実現。

② 他分野連携した開発コミュニティの育成

近年、オープンデータ活用推進のための開発コミュニティ育成
施策として国土交通省の主催や協力によるハッカソンやアプリ
コンテストなどが増加。

データの認知度向上やデータ開発技術の育成などの施策効果
を最大化するため、各部門が行う開発イベントを相互に連携さ
せ、大きな開発コミュニティとして育てていく横断的な取組を
推進。

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

イメージビジュアル
（後続ページに記載の

施策のうち、
特に注目すべき施策を

掲載する想定）

PLATEAUでは50以上のツールやライブラリをGitHub上でOSS（オープ
ンソーススクリプト）として公開。技術者コミュニティの支援によりメンテナン
スも行われている。

国土地理院ではGitHubで地理院
地図をOSS化。様々なプロダクト
で活用されている。
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４. 基盤的領域の強化

データ拡充 ❘ 重点的な取組事項

32

LINKS Vedaによる非構造情報のデータ化の推進

LINKS EBPM tools

LINKS Veda

データハブ

動的データ

静的データ EBPMアプリ

構造化処理

データ
ウェアハウス

正規化処理

ストリーミング
処理基盤

BIツール

分析ツール

データ配信API

保管 整形 蓄積 活用収集

データレイク

データソース

非構造
データ

構造
データ

データベース

バリデーション
（品質管理）

行政申請
Sys

正規化データ

編集・加工
処理

可視化ツール

省内システム

外部システム

オープンデータ
カタログデータ取得

API

シミュレーションツール

Project LINKSでは、LLMを活用して紙やPDFなどの非構造情報を自動処理により構造データとして再構築する「LINKS Veda」の実装を
目指した技術実証を推進。Vedaの実装によりデータ整備費用を劇的に低減させ、データ活用の普及を目指す。
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（資料２） 横断的連携施策の考え方
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領域横断的連携施策の考え方 ［1/2］

34

• 国土交通政策のＤＸにより、利用可能
なデータが増え、オープンデータ化す
ることに伴い、オープン・イノベーショ
ンが促進される

• オープン・イノベーションにより創出さ
れた新ビジネスによって（イノベー
ティブなソリューションの提供によっ
て）、国土交通政策の高度化につなが
る

• 行政サービスのデジタル化により、従
来の紙申請情報がデータとして利用
可能になり、データを活用したＥＢＰ
Ｍが促進される

• データを活用したＥＢＰＭの促進を通
じ、申請データ等を蓄積・分析するこ
とで、 （必要に応じて）法令・制度の改
善につながる

オープン・
イノベーションの推進

国土交通政策の
DX推進

国土交通政策の
DX推進

データを活用した
EBPMの推進

行政サービスの
デジタル化の推進

国土交通政策の
DX推進

イノベーティブな
ソリューションを提供

行政データを提供

合理的な
政策執行

行政データを
提供

行政データを提供

申請の高度化

こうした（相互作用的な）連携により、DX施策の加速化が期待されるところ、かかる取組のパターンとしては、主に下記の８パターンが想定
される。

• 国土交通政策のＤＸにより、利用可能
なデータが増えることに伴い、データ
を活用したＥＢＰＭが促進される

• データを活用したＥＢＰＭの促進に伴
い、国土交通政策の執行の合理化に
つながる

• 行政サービスのデジタル化により、従
来の紙申請情報がデータとして利用
可能になり、国土交通政策のＤＸが推
進される

• 国土交通政策のＤＸにより、データ等
が活用・蓄積され、（必要に応じて）法
令・制度の改善につながる

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

データを活用した
EBPMの推進

行政サービスの
デジタル化の推進

合理的な政策執行

行政データを提供
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領域横断的連携施策の考え方 ［2/2］
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オープン・
イノベーションの推進

所管業界のDX/
生産性向上の推進

所管業界のDX/
生産性向上の推進

データを活用した
EBPMの推進

• 行政サービスのデジタル化により、従
来の紙申請情報がデータとして利用
可能になり、当該データをオープン化
することでオープン・イノベーションの
推進につながる

• オープン・イノベーションにより創出さ
れた新ビジネスによって（イノベー
ティブなソリューションの提供によっ
て）、更なる行政サービスの効率化が
促進される

• 所管業界のDXにより民間データの
利用が可能となった事に伴い、国土
交通分野におけるオープン・イノベー
ションの推進につながる

• オープン・イノベーションにより創出さ
れたコンテンツ等を各事業者に提供
することによって、国土交通省所管業
界の更なる生産性向上につながる

• 国土交通省所管業界のDXの推進に
伴い、鉄道やバス、タクシー等の交通
機関の利用状況に関するデータが利
用可能になり、データを活用した
EBPMが促進される

• 民間データと行政データを組み合わ
せた分析を通じた、データ活用型
EBPMが推進され、所管業界DXの
施策の改善につながる

• 行政サービスのデジタル化により、従
来の紙申請情報がデータとして利用
可能になり、当該データを活用した所
管業界のDXの誘発につながる

• 国土交通省所管業界のDX/生産性向
上に伴って、行政サービスの更なる効
率化が促進される

合理的な政策執行

民間データを提供

イノベーティブな
ソリューションを提供

民間データを
提供

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

連携により見込まれる効果

行政サービスの
デジタル化の推進

オープン・
イノベーションの推進

行政データを提供

イノベーティブな
ソリューションを提供

所管業界のDX/
生産性向上の推進

行政サービスの
デジタル化の推進

申請の高度化

DXを誘発
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（資料３） 実現に向けた取組事例
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ビジュアル１

ビジュアル２

行政サービスのデジタル化の実現に向けた取組事例｜e-Govを活用した国土交通省手続のデジタル化

37

ビジュアル２

令和7年度末までの手続デジタル化に向けて、政府共通の
オンライン申請基盤であるe-Govを活用し、国土交通省の
汎用的な各種手続のデジタル化を推進している。

建設コンサルタント等の建設関連業の登録・変更申請等を
はじめとした262手続に対応。（令和６年12月時点）

Point

スコープ

個別システム等での対応が不要な汎用的な手続を対象にe-
Gov電子申請を活用した国土交通省各種手続のデジタル化。

申請・届出、審査・通知、手数料納付、公文書取得等の一連の流
れをワンストップでデジタル化。

提供価値

紙によって行っている申請や届出などの行政手続を、インター
ネットを利用して自宅や職場のパソコンを使って24時間365
日いつでもオンラインで申請・届出を実現。

申請・届出から審査・通知、手数料納付まで１つのシステムで完
結。



Copyright © 2025 by MLIT. All rights reserved.

行政サービスのデジタル化の実現に向けた取組事例｜ドローン情報基盤システム（DIPS2.0）
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

無人航空機の各種手続をオンラインで実現可能とするド
ローン情報基盤システム（ＤＩＰＳ2.0）。

令和4年12月にレベル４飛行に係る機体認証や技能証明等
の新制度が開始されたことに伴い、従来システムを統合し
た新制度に対応したシステムの運用を開始。

Point

スコープ

無人航空機に係る機体登録や飛行許可等申請、飛行計画通報、
事故等報告の各種手続をオンライン申請システムとして提供。

従来別々に存在していた申請システムを１つに統合し、無人航空
機に係る全てのオンライン申請を１つのアカウントで対応可能に。

提供価値

無人航空機に係る各種手続をオンラインでワンストップ完結。

年間百万件超の飛行計画通報は、利用者間で参照することがで
き、無人航空機の飛行安全性に寄与。

機体情報や操縦者情報等の登録済申請データを活用することで
情報を二度登録することなく関連手続の申請を簡潔に可能とす
るワンスオンリーを実現。
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行政サービスのデジタル化の実現に向けた取組事例｜海事行政DXの推進

39

海事行政ＤＸの実現のために必要となるデジタル情報連携
環境を整備するとともに、海事行政手続のデジタル化の
ためのシステム整備を実施。

海事行政DXの推進により、海運関連産業の安全性向上
及び業務効率化による生産性向上を実現。

Point

スコープ

船員行政手続きのデジタル化に向けては、BPRを実施し、行政
手続全体のデジタル完結（申請受理・審査・電子証明書の作成・
交付まで）を実現するシステム整備を進める。

監督指導の向上や行政事務の効率化に向けて、海事関係情報の
一体管理（事業者や船舶などのデータ連携）などに必要なシス
テム整備等を進める。

提供価値

行政手続のデジタル化等により、従来のアナログでの行政手続
や情報の個別管理が改善され、海運関連産業の生産性・利便性
向上に貢献。

海事行政DXの推進により、海運事業者、船員、行政等による
安全対策に注力できる環境の整備等が推進され、安全・安心な
海上輸送の確保の実現に寄与。
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

データを活用したEBPMの実現に向けた取組事例｜ Project LINKS

40

Project LINKSでは、観光、物流、交通、まちづくりなど
様々な分野と連携し、国土交通省や自治体が保有する情報
をデータ化。

あわせて、作成したデータを統合したダッシュボードや分析
システムを提供することで担当部門におけるEBPMを推進。

Point

スコープ

行政手続や調査統計など、行政が保有する様々な「情報」をシス
テムで利用可能な「データ」として再構築（LINKS Veda）。

作成したデータを政策立案や評価、検証等に利用可能とするた
め、様々なデータ分析ツールを開発（LINKS EBPM Tools)。
これを担当部門に提供することで、データ活用型EBPMを推進。

提供価値

これまでバラバラに存在し、横断的・統合的なデータ化や検索・
閲覧・可視化ができなかった情報をデータとして活用可能な状
態に再構築。

手軽に使えるダッシュボードなどのツールを提供することで、担
当職員による日常的なデータ活用環境を提供し、政策品質の向
上や業務効率化に貢献。
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ビジュアル１

ビジュアル２

羽田空港の
スポット使用回数（日別）

ビジュアル３

データを活用したEBPMの実現に向けた取組事例｜航空機運航データを用いた分析・評価

41

福岡航空交通管制部において、全国の出発から到着までの
航空機運航データを元に、週間・月間・年間の統計資料とし
て見える化。

客観的なデータに基づいて、天候による遅延や運航時間ご
との特性、季節ごとの混雑傾向などを分析し、施策の導入
判断、航空会社の運航改善等をサポート。

Point

スコープ

管制情報処理システムの格納データ、航空会社の保有データ等
を用いて分析を実施。

技術的施策を導入するための判断材料や効果分析を実施。

ICAO等の国際的枠組みにおける指標について、定量的なモニ
タリングを実施。

提供価値

統計資料の作成や特定事象の分析を通して航空機の運航や航
空管制の実施状況や課題を客観的にとらえることが可能。

気象状況等による運航への影響や、航空機の混雑要因を分析し、
改善策を検討及び実行することで、運航効率や旅客利便性の向
上に寄与。

ビジュアル３ビジュアル３

週間統計資料
Weekly Report

月間統計資料
Monthly Report

年間統計資料
Annual Report

週間・月間・年間の統計資料
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オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜ Project LINKS

42

ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

LINKSでは、国土交通省が保有する膨大な行政情報を
データとして再構築し、オープンデータとして提供。

データの構築と活用を推進する産学官のエコシステム構築
を重視し、開発イベントや基幹技術の公開などを積極的に
実施。

Point

スコープ

データ構築基盤「LINKS Veda」によりデータ整備、品質管理、
秘匿化処理等のオープンデータ化に必要な作業を自動処理によ
り実現。

開発イベント等を通じて作成したオープンデータのポテンシャル
を検証し、省内のオープンデータ化機運醸成を推進。

提供価値

公開項目の整理や秘匿化処理、統計化処理などオープンデータ
化に必要な作業を担当部門と連携して実施することで、着実に
オープンデータ化を実現。

取組の初年度である202４年度では、11種、約100万レコード
のデータを新規にオープンデータ化。
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オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜ Project LINKS
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情

LINKSのデータはこうやって作られる！ 情報政策課×貨物流通事業課の連携事例(倉庫業データ)

データ収集 公開前準備LINKS Veda処理

１．各運輸局へ説明

物

所管部局の物流・自動車局 貨物流通事業課と連携し

メリットを粘り強く説明！

業務システムへの
手入力無しに

Vedaで効率化！

EBPM活用により
これまでできなかった

データ分析が可能に！

オープンデータ化
により

DXに貢献！

全国の運輸局の内

中部
運輸局

から提供OKに！

ご協力
お願い
します!!

名古屋へ…

２日間におよぶ
R5年度に事業者から提出された

膨大な申請書や
報告書のスキャン作業
を実施…

2人1組でドッジファイルの内容・

順番を管理しながらスキャン作業を

流れ作業
で実施！

2．資料のスキャン作業

無事
スキャン
完了!!!

様々な報告書様式
が混在して

構造化困難!!

３．Vedaによる構造化 報告書の対象期間や、
品目ごとの記入表の向きなど、

スキャンデータを
様式に応じて分類

無事
構造化
完了!!!

データ件数

３３６件

イマココ

200個の

ドッジファイル…

5箱の

段ボール…

TIPS
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オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜ 国土交通省インフラ分野のオープンデータの取組方針

オープンデータの取組方針

～「データの活かし方」の変革～

44

ビジュアル１

国土交通省インフラ分野のオープンデータの取組方針では
インフラ分野のオープンデータ化の方針を定め、目指してい
く姿を定義。

国土交通データプラットフォームをハブに、データのオープ
ン化を進め、新たな価値の創造を目指す。

Point

スコープ

利用者の利便性が確保されるよう機械判読に適した構造及び
データ形式で公開することを規定。

国民誰もがウェブサイトで容易に必要なデータを検索できる環
境を整備するとともに、API等による効率的なデータの提供を
推進。

提供価値

インフラ分野におけるデータ連携基盤の強化。

国土交通データプラットフォームをハブにオープン化することに
より、利用者のデータへのアクセスを向上。

データへのアクセスを向上させることにより、オープンデータの
利用を促し、新たな価値の創造を促進。

API

自動でデータ
検索・取得が
可能

国土交通データプラットフォーム

UI
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜国土交通データプラットフォーム

45

国土交通省保有データと民間データ等のインフラデータ連
携基盤を構築し、施策の高度化や産学官連携によるイノ
ベーションの創出を目指す。

利用者向けAPI提供やシステム間連携のための「データ連
携標準仕様（案）」を策定し、データ連携を推進。

Point

スコープ

国土分野、道路分野など9つの分野のデータベースを対象とし、
データの検索・表示・ダウンロードが可能。モバイル端末にも対
応しており、PC版と同様の機能が利用可能。

３次元データ視覚化機能、データハブ機能、情報発信機能を備え、
各種データの横断的活用に資するデータ連携基盤となるデータ
プラットフォームを目指す。

提供価値

国土交通省と民間等が保有するデータを連携し、Society 5.0
が目指すデジタルツインを通して、業務の効率化やスマートシ
ティ等の国土交通省の施策の高度化、産学官連携によるイノ
ベーションの創出を促進。

利用者（建設事業者）のデータ収集・確認にかかる時間の削減に
よる業務効率化の実現に加え、品質の高いデータを活用するこ
とによるプロジェクト品質の向上に寄与。
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参考 ❘ 国土交通データプラットフォームをハブとしたオープンデータポータル

46

･･･
デ
ー
タ
整
備
・提
供
主
体

デ
ー
タ
連
携
基
盤

オープンデータポータルとして「国土交通データプラットフォーム」が機能することで、各施策においてオープ
ンデータ化されたデータセットへのアクセシビリティを向上させることができる。

国土数値情報

行政区域、公共施設、交通、災害リスクエリ
アなど、国土に関する基礎的な位置情報を
GISデータ化し、提供するもの

建物、地形、道路など、地物に関する位置・
形状・属性を統合した3D都市モデルとし
てデータ化し、提供するもの

PLATEAU Project LINKS

国土交通省が保有する多様な行政情報を
データ化し、提供するもの

官民が保有するデータやシステムと連携し、
国土交通分野のデータを横断的に検索・表示・可視化・ダウンロードできるプラットフォーム

国土交通データプラットフォーム
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

提供：東急不動産株式会社

オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜ Project PLATEAU

47

PLATEAUでは、商用利用を含めて誰でも自由に使えるよ
う、3D都市モデルをオープンデータとして公開。

データ公開だけでなく、開発者向けリファレンスやツールの
充実、PLATEAU AWARD等の開発イベントの開催を通じ、
イノベーション創出を活性化。

Point

スコープ

オープンデータとして提供される3D都市モデルについて、開発
環境の整備、技術リファレンスやOSSツールデータの提供等、使
いやすい環境整備を推進。
開発イベントの開催や「PLATEAUコミュニティ」の形成、
「PLATEAUコンソーシアム」による産学官連携の推進等を通じ、
3D都市モデルを活用したイノベーションを創出。
令和7年度より民間ビジネスに対する補助制度を創設

提供価値

２０２３年度は述べ2,000名以上が開発イベントに参加したほ
か、個人や企業による新たなサービスの創出や大学研究室によ
る3D都市モデルの活用研究が活性化。

PLATEAUの認知・活用が広がっており、ビジネス化に成功した
サービスも複数出現するとともに、国際展開が進展。



Copyright © 2025 by MLIT. All rights reserved.

ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

取引総額最寄り駅地域所在地価格情報区分

▼距離▼名称▼▼▼▼

○○万円１分○○商業地○○区○○町不動産取引価格1

○○万円12分○○住宅地○○区○○町不動産取引価格2

○○万円5分○○○○区○○町成約価格3

取引価格情報・成約価格情報
個人情報保護の観点から個別の取引が容易に
特定されないよう町字単位（面）で情報を提供

杉並-2標準地番号

令和6年1月1日調査基準日

703,000円価格（円/㎡）

・・・その他詳細情報
地積、前面道路の状
況...

地価公示・地価調査
個別地点の地価や地積、前面道路の状況等詳細情報を提供

防災情報 周辺施設情報

都市計画情報 人口情報

オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜不動産情報ライブラリ

48

散在していた、不動産取引に必要となる複数の情報を容易
に操作できるWeb GISに重ねて表示。

掲載情報の一部については、API連携で民間事業者等へ提
供し、新サービス創出に寄与。

Point

スコープ

地価公示や都道府県地価調査、価格情報、防災情報、都市計画
情報、周辺施設情報等の不動産に関するオープンデータを利用
者のニーズに応じて地図上に分かりやすく表示。

利用にあたって特別なソフトを必要としないWeb GISを採用
し、スマートフォンでも閲覧可能。

提供価値

令和６年４月1日の運用開始から１年間の累計ページビュー数は
1,800万以上であり、その約3割がスマートフォンによる閲覧。

API利用申請者件数は2,800者を超え、配信機能を利用した
自治体・民間サービスを介し、不動産取引の円滑化に貢献。

地理院地図
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

出典：海洋状況表示システム(https://www.msil.go.jp/)より作成

オープン・イノベーションの実現に向けた取組事例｜海洋状況表示システム（海しる）

49

「海しる」では、海象や気象、航路等のデータをウェブ上で閲
覧できるだけでなく、API公開によるデータ配信も実施。

海のデータ連携のハブとして掲載データを継続的に充実さ
せているほか、海洋教育などの取組も実施。

Point

スコープ

各省庁、政府関係機関、大学等から海洋の安全保障、海洋環境
保全、海洋産業振興・科学技術の発展に役立つ250項目以上の
データを収集し、広く民間事業者・行政機関等と共有。

日本の周辺海域のみならず、衛星情報を含む広域の情報を掲載
するとともに、海象・気象のようなリアルタイムの情報も掲載。

提供価値

海洋関係者が保有する海洋情報の一元的な共有・利活用の推進
を通して、海洋の安全保障や、海運・海洋開発・観光等の各分野
の成長産業化等に貢献。

港湾、航路や漁業権情報といった静的情報に加えて、リアルタイ
ム性の高い海洋情報（潮流、水温、波高など）も活用可能。
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

国土交通政策のDX推進の実現に向けた取組事例｜ インフラ分野のDX

50

デジタル技術とデータを活用し、インフラ関連の業務、組織、
プロセス、文化・風土や働き方改革を変革することを目的に
インフラ分野のDXを推進。

分野網羅的、組織横断的にインフラ分野のDXの取組の深化
を推進。

Point

スコープ

建設現場のオートメーション化の取組である i-Construction 
2.0の推進等による「インフラの作り方」の変革。

VRの利用や、サービスの自動化・効率化等によるの「インフラの
使い方」の変革。

国土交通省データプラットフォームの整備等による「データの活
かし方」の変革。

提供価値

建設現場の生産性向上・安全性の向上。

賢く（Smart）かつ安全（Safe）で、持続可能（Sustainable）
なインフラ管理の実現。

インフラまわりのデータを徹底的に活かすことによる仕事の進
め方、民間投資、技術開発が促進される社会を実現。
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ビジュアル３

ビジュアル２

ビジュアル１

国土交通政策のDX推進の実現に向けた取組事例｜ 建築・都市のDX

51

地理空間情報も活用しながら、建築BIM、PLATEAU、不
動産IDの一体的な取組を推進。

Point

スコープ

建築・都市分野の官民データの活用を進め、EBPMに基づく行
政課題の解決及び民間領域における新サービス創出を図る。

提供価値

建物内外から都市全体まで再現した高精細なデジタルツインが
構築され、建物内外にわたる避難誘導・計画の高度化や都市開
発の効率化等を実現。

多様な地理空間情報を不動産ID等の情報連携キーで連携させ
分析できる環境が構築され、精緻な行政計画の策定やAIを用
いた精密な分析等を実現。

建築物の形状・材質・施工方法の3次元データ化

建築BIM

都市全体の空間情報の3次元デジタル化

PLATEAU

地籍調査の成果や国土数値情報等

地理空間情報

土地・建物を一意に特定する情報連携のキー

不動産ID

建築・都市のDX
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国土交通政策のDX推進の実現に向けた取組事例｜サイバーポートによる生産性向上

52

Cyber Portは港湾を取り巻く様々な情報が有機的に繋
がる事業環境を実現するためのデータプラットフォーム。

サービスリリース後もサイバーポート進捗管理WGやワーク
ショップ等の利用促進を実施し、活用状況や改善余地につ
いてウォッチ。

Point

スコープ

現状、紙、電話、メール等で行われている港湾関係者間のやり取
りを電子化し、港湾を取り巻く様々な情報が相互に繋がる環境
を構築し、港湾全体の生産性向上を図る。

コンテナ貨物に関する民間事業者の手続、港湾管理者手続及び
調査・統計業務、港湾の計画から維持管理までのインフラ情報の
電子化を促進。

提供価値

民間事業者間の港湾物流手続の電子化による物流の効率化（港湾物流分

野）、港湾行政手続の電子化及び調査・統計業務の電子化・効率化による
業務負荷軽減や統計の迅速性・正確性向上（港湾管理分野）、港湾の計画か
ら維持管理までのインフラ情報の電子化による生産性向上や効果的なア
セットマネジメントの実現（港湾インフラ分野）。

港湾物流分野、港湾管理分野、港湾インフラ分野のデータの相
互連携・利活用によるEBPMやオープンデータ活用の推進。

ビジュアル１

ＮＥＷ WAVE,
NEW STANDARD.

物流業界の、デジタル化の遅れを取り戻す。

港湾物流業務の効率化とコンテナターミナルの

ゲート前混雑の解消等を図り、港湾物流全体の

生産性向上を目指す。
港湾行政手続 調査・統計

港湾施設情報

港湾物流手続
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ビジュアル３

ビジュアル２

ビジュアル１

国土交通政策のDX推進の実現に向けた取組事例｜測量ＤＸによる担い手確保（位置情報インフラの整備・充実）

53

電子国土基本図の３次元化をデジタル公共インフラとして
国土全域で進め、衛星測位で求めた位置が地図と高精度に
一致する技術開発を推進。

測量ＤＸにより生産性向上を促進するとともに、新たな
技術に対応した担い手の育成・確保に取り組む。

Point

スコープ

電子基準点から得られるデータを元に、みちびきからCLAS（セ
ンチメートル級測位補強サービス）を提供。
地殻変動補正の精度向上のため、電子基準点と衛星SARを用
いた技術開発を実施。
担い手確保のため、各種地理空間情報のオープンデータ化や測
量技術の省力化・多様化を推進。
効率的な3次元地図整備のため、AIを活用した技術開発を実施。

提供価値

海しる、DiMAPS、SOBO-WEB等の基盤地図として活用。

新たなビジネス・サービスの創出や災害情報の的確な把握、人
手不足の解消等に寄与し、安心・安全で魅力的な地方創生に貢
献。

誰もが当たり前に使える３次元地図及び位置情報インフラの整
備・充実を推進。

© qzss.go.jp

CLAS：みちびきが提供する誤差数cmの
精度で位置情報を取得できるサービス

ドローン物流

ICT施工

地理院地図

デジタルツインの実現
（浸水シミュレーション）

水準測量

GNSS標高測量

海しる

SOBO-WEB
効率化
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

観光地の混雑予測の提供

温泉エリアの宿泊予約状況のオープンデータ化

場所ごとの、利用されたクーポンの合計金額の
オープンデータ化

所管業界のDX/生産性向上の推進の実現に向けた取組事例｜ 観光分野におけるDX推進

54

観光分野のDXを推進し、旅行者の消費拡大、再来訪促進、
観光産業の収益・生産性向上等を図り、「稼げる地域・稼げ
る産業」を創出。

事業者間・地域間のデータ連携の強化により、広域で収益の
最大化を図ることで、地域活性化・持続可能な経済社会を
実現。

Point

スコープ

旅行者、観光産業、観光地等において観光DXを推進

提供価値

旅行者に対して、混雑状況のリアルタイムな可視化や周遊ルート
の提案等による利便性向上・消費拡大。
観光産業に対して、顧客予約管理システム(PMS）による情報管
理の高度化と経営資源の最適配分の実現や、レベニューマネジ
メント等による収益・生産性向上。
観光地に対して、 CRM（顧客関係管理システム）を活用したマーケ
ティングによる再来訪促進・消費拡大や、 DMP(データマネジメン
トプラットフォーム）の活用等による誘客促進・消費拡大。
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所管業界のDX/生産性向上の推進の実現に向けた取組事例｜ 地域交通DXの推進

55

地域交通におけるデジタル技術を活用した既存の仕組みの変革
（DX）を進める新たな取組を始動。

「サービス」、「データ」、「マネジメント」、「ビジネスプロセス」の４つの
観点から地域交通DXのベストプラクティス創出と標準化、成果の
オープンソース化を一体的に推進し、持続可能な地域交通を実現する。

Point

スコープ

「交通空白」の解消等の地域交通の「リ・デザイン」全面展開に向
け、交通サービスの高度化やモビリティ・データの活用を推進。

具体的には、MaaS等の交通系アプリの統合・連携や、データ活
用技術の開発、業務システムインターフェースの標準化など、地
域交通の課題を解消するための多面的なDXの取組を推進。

提供価値

地域交通の利便性や生産性、持続可能性を高めるベストプラク
ティスの創出や成果のオープンソース化、標準化等の推進によ
り、地域交通DXのクイックな社会実装を実現。

サービスやデータなど多様な領域で標準仕様書や標準システム
連携インターフェス仕様書、オープンソーススクリプト等のアセッ
トを生み出し、協調領域における生産性向上を図る。
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

所管業界のＤＸ/生産性の向上の実現に向けた取組事例｜統計DXの推進による新たな価値の創造に貢献

56

回答から公表までの一連の統計作成プロセスをデジタル化
し、統計作成の生産性を向上。

これにより統計調査の必要な見直し等に注力し、経済社会
情勢をより的確に把握でき、政策立案への貢献や経済社会
情勢の見える化を実現。

データ活用による新たな価値の創造に貢献。

Point

スコープ

現状では、独自システム、e-survey、メール、紙により回答が報
告され、一定の統一的なデジタルフォーマットへの変換等が必
要な状況。

統計作成プロセス全体のデジタル化を推進するほか、デジタル
化された既存情報を積極的に活用し、調査の実施を必ずしも前
提としない統計作成も促進。

提供価値

統計は、企画、回答、収集、審査、集計、公表の各プロセスにおい
て、複数主体が関与して作成されるため、各プロセスの統一的
なデジタル化により業務全体が効率化し、生産性が向上。

これにより、統計調査の必要な見直しや政策部局との連携等を
通じて、より政策立案に貢献するほか、経済社会情勢の見える
化を実現。

「業務マニュアルの構成案（ver.1）」
公

表

報

告

者

従前の例

統計DX

オンライン回答 審査、疑義照会 作表

郵送 疑義照会回答 審査 集計・審査

集計、論理
チェック

疑義照会件数が
減少し、審査内容
の改善等に注力

時系列の比較や論
理チェックを経た
集計が容易に

エラーチェック
機能により、桁
ズレ等の誤入力
が低下

政
策
立
案
へ
の
貢
献
、
経
済
社
会
情
勢
の
見
え
る
化

デジタル化された
行政記録情報の

積極的活用

○ デジタル技術や多様な情報源の活用による正確かつ効率的な

統計の作成は重要

○ デジタル化された情報の活用により、調査を実施せずに統計

を効率的に作成することが可能

一連の統計作成プロセスのデジタル化

データ化
デ
ー
タ
活
用
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造
に
貢
献
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ビジュアル１

ビジュアル２

ビジュアル３

行政による活用事例

国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-
FORCE）の東北地方整備局の活動で、点検対
象である土砂災害区域の範囲確認や調査に活用

データ拡充の実現に向けた取組事例 ❘ 国土数値情報の整備

57

防災・まちづくり・不動産関連事業にとって不可欠なインフ
ラデータを信頼性が担保された形で無償提供。

自治体が提供する原典データは、形式・凡例・デジタル化の
状況が異なるところ、これらを全国メッシュのGISデータに
統一した形で提供。

Point

スコープ

行政区域、土地利用、都市計画、災害リスク情報、公共施設、公
共交通等の国土に関する基礎的な情報を全国メッシュのGIS
データとして整備・無償で提供（約190種類）。

提供価値

ユーザーは、国土数値情報DLサイトより利用が可能。令和６年
度末時点のDL件数は196万件。不動産情報ライブラリを介した
APIリクエスト数は、11,364,934回。

地方公共団体による行政計画の策定・高度化、民間事業者によ
る経営分析やサービスの高度化、メディアにおける情報発信及
び研究機関による研究開発等、産学官多様な分野において利活
用が進んでいる。

民間による活用事例

大手不動産ポータルサイトで物件情報と災害リスク
情報（浸水想定区域データ）を表示

地理空間情報データチャレンジ

国土数値情報をはじめとする地理空間情報の利活用拡大
を図るために、「地理空間情報データチャレンジ」を開催
（総参加者数：1,532名）
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